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Ⅰ熊本大学 e ラーニング推進機構の現況及び特徴 

１現況 

（１） 学部等名：熊本大学 e ラーニング推進機構  

（２） 学生数及び教員数（平成 26 年５月１日現在） 

：学生数０人：専任教員数（現員数）２人 

 

２特徴 

 近年、e ラーニングシステム等の普及が全国の大学で進み、教育コンテンツのデジタル

化、オンライン化が急速に進んできている。本学では e ラーニングに関して、システム環

境の整備だけでなく教育内容の質的な保証を重視し、高品質な e ラーニングを開発するた

めのインストラクショナル・デザインを中核とする教授システム学専攻の開設等に、いち

早く取組んできた。実際に、欧米に比べて日本では、この分野の専門家が極めて少ないの

が現状であり、本学は日本のトップレベルにあると言える。  

 本学における教育の情報化は、学務情報管理システム (SOSEKI)の開発提供にはじまり、

約 20 年にのぼる歴史を持つ。教育の情報化を広い意味での e ラーニングととらえ、さら

にステップアップすることを目的に e ラーニング推進機構 (以下「本機構」という)は設立

された。e ラーニング化を集中的に促進するには、その支援体制を組織的に組み、責任あ

る支援体制を構築する必要がある。本機構は、コンテンツ制作支援に留まらず、 e ラーニ

ング関連システム・アプリケーションの管理・運営・構築、コンテンツの評価、公開、著

作権、使用権等の規定の制定等の主体を担う組織であり、そのために全学的な協力体制の

もとで組織構築がなされている。また本機構は、e ラーニングに関する全学的な窓口とし

ての機能を有するだけでなく、広く社会に貢献することを目指し、国内外を問わず、e ラ

ーニング、ICT 活用教育実践の対外的な窓口としての機能も併せてもつ組織として活動し

ている。  

 

３組織の目的  

 熊本大学の教育・研究の情報化を進めるとともに、 eラーニングをはじめとするメディ

ア教育を推進し、もって本学の教育研究活動の充実発展に寄与することを目標としてい

る。 

 また、全学的な強い連携体制のもとで、  

1. eラーニング全般に関するサポート窓口の一本化  

2. 全学的視野に立ったプロジェクトタイプ（多クラスに渡る共通教材）の効率的開発  

3. インストラクショナル・デザインに基づく教育効果の高い教材開発  

4. eラーニングを用いた教育に関する評価、著作権・使用権の指針策定  

5. eラーニング実施に関係する諸システムの連携と管理  

 

以上の５つの柱に重点を置き、全学に対する eラーニング推進・支援体制を確立し、 eラ

ーニングコンテンツの開発と開発支援を行う。 

なお、具体的には、以下の業務を主な任務とする。  

 教育内容の効果的かつ効率的なデジタルコンテンツ化  

 教員自身の意識改革と LMS 等 e ラーニングシステムの活用方法の修得  

 インストラクショナル・デザイン等による授業設計の支援  

 e ラーニングコンテンツの制作指導と制作  

 教職員対象の研修の e ラーニング化の制作指導と制作  

 特に、同一科目名で多数実施されているような授業や e ラーニング化による効果が    

大きい講義に関しては、プロジェクト化して、その内容を共通化、明確化し、コンテ

ンツ化する  

 e ラーニングシステムの導入・連携・運用と、それに伴うウェブアプリケーション等

の開発（連携プログラム等）、修正（統合認証、ポータル適応等）  
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 国内外の他機関、コンソーシアム等との連携窓口  

 優れた e ラーニングコンテンツやアプリケーションの表彰等のコンテンツ評価  

 全学の授業科目のデジタルコンテンツ化の進捗状況の把握  

 デジタル化したコンテンツの著作権、使用権に関する基準や規定の制定  

 コンテンツの公開に関する基準設定や判断  
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１．研究の目的と特徴  

 研究分野としては、教育工学分野 (細目番号：1802 総合・新領域系 複合領域 教育工

学)が中心であり、本機構の本務； 1)情報通信技術(ICT)を活用した教育実践のための全学

的な窓口として学内構成員の人的、システム的サポートを行うこと、 2)広く社会に貢献す

ることを目的とし、国内外を問わず対外的な連携窓口となること、の２つの実践を通じて

研究活動を行っているのが、本機構の特徴である。 ICT 技術を取り入れた教育・授業の実

践(いわゆる、e ラーニング)は、２通りの仕方、通学者への従来型の対面授業の改善と刷

新、これまでよりも速報性をもち遠隔地在住者への教育を提供することにおいて利用され

ている。それらの双方に関連して、次の４つの関連研究を行っている。  

1)より容易かつ効率よく、学生が学習内容を理解する (知識の定着)ためのオンライン

テストの効果に関する調査研究  

2)繰り返し学習への継続意欲を下げないための手法等の研究  

3)学生の多様化に対応し、学習者の個性にあった学びを助ける道具、学習効率を上げ

るための道具として、教材開発、支援システムの開発及び、その評価方法に関する

研究 

4) ICT を利活用した教育実践のために不可欠な授業サポート等のコース運用、サポー

ト組織体制構築を含む、教育マネージメントに関する実践研究  

また、これらを情報リテラシー教育、情報倫理、情報活用教育において実践し一定の成

果を得ると共に、受講生と同科目担当教授陣からのフィードバックは教育改善と研究、例

えば、情報活用力に関する学生の調査研究の双方に活かしている。  

 

［想定する関係者とその期待］  

本機構における研究・開発の想定される関係者は、国内外の高等教育機関において教育

実践に携わる教職員及び、企業内教育の担当者が上げられる。また、開発したシステム等

は、インターネットを活用し無償提供しており、その意味では、国内外の教育実践者が本

機構の想定する関係者に含まれる。  

実際、本機構で開発提供したシステム等は、海外の教育機関においても利用されており、

本機構において開発してきたシステム及び蓄積してきたノウハウを広く国内外に公開する

ことが期待されている。  

 

２．優れた点及び改善を要する点  

【優れた点】  

 組織の目的と本務に沿う形で、研究・開発を実践できている点を上げる。加えて、研究・

開発の成果は、国内に留まらず、国外においても評価を受けており、それを基にした国際

協力に発展している点も評価に値する。  

【改善を要する点】  

 研究を本務に沿う形で実践するため、研究自体に割く時間は限られ十分とは言えない。

本務と研究をいかに両立させ継続するかが課題である。また、外部資金の継続的な確保に

努める必要がある。  

 

３．観点ごとの分析及び判定  

分析項目Ⅰ 研究活動の状況  

観点 研究活動の状況  

（観点に係る状況）組織の目的と本務に沿う形で、研究・開発を実践し、国内外の教育機

関への貢献することを目的とし活動している。例年、国内外の関連学会において、研究成

果を公開できており一定の成果を上げている。具体的には、平成 22 年度から 26 年度まで

の研究成果として、学術論文２、国際学会プロシーディングス 15、著書２、口頭発表 22、

科学研究費補助金等採択４(代表/分担を含む )の成果を得ている (資料 B-1-1-1、B-1-1-2)。 

(中期計画番号 K44) 
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（水準）期待される水準にある。  

 

（判断理由）本務業務と平行した研究活動の中で着実に研究成果を上げてきている。それ

らの成果は、科学研究費補助金等の採択に寄与し、採択数の増加に繋がっていることから

期待される水準にあると判断する。  

 

観点 大学の共同利用・共同研究拠点に認定された付置研究所及び研究施設においては、 

共同利用・共同研究の実施状況  

 

観点は該当しない  

 

分析項目Ⅱ 研究成果の状況  

観点 研究の成果（大学の共同利用・共同研究拠点に認定された付置研究所及び研究施

設においては、共同利用・共同研究の成果の状況を含めること。）  

（観点に係る状況）本機構における研究領域の目的は、本機構の本務に沿う形で、研究・開

発を実践し、国内外の教育機関への貢献することである。開発したシステム等は、国内外に

向けて広く無償提供しており、国内外に多く利用されており、国内外の高等教育機関におい

て教育実践に携わる者、企業内教育の担当者から一定の評価を受けている。  

なお、研究業績（別添「研究業績説明書」）の判断基準「人と社会 (社文系)の科学」(組織

評価 自己評価書作成要領 P11−12)を基に、本機構における研究・開発成果を判断すると、

学術面、社会、経済、文化面の双方において、区分 A「良好な水準にある」以上の水準にあ

る。特に、研究テーマ「通常教室での授業で e ラーニングシステムを使うための追加機能の

開発」は、区分 S「優秀な水準にある」に相当する。 

その判定根拠は、学術面におけるタイプ G を適用し、A 基準を満たし、国際会議における

招待講演、科学研究費補助金等の採択に寄与 (資料 B-1-1-2))の３条件を満足したために同

水準にあると判断することによる。            (中期計画番号 K44、K76) 

 

 

(資料 B-1-1-1)研究活動報告状況 

項目 22 年 23 年 24 年 25 年 計 

学術雑誌論文（査読あり）  1 1   2 

国際学術会議発表（査読あり）  2 3 3 6 15 

国内学術会議発表（査読あり）  3 7 9 3 22 

学術著書及び総説（解説）   1  1 2 

 (出典：大学評価データベースシステム TSUBAKIのデータを基に作成) 

(資料 B-1-1-2)科学研究費採択状況 

採択者氏名  研究種目  代表/分担 実施期間  研究経費(千円) 

喜多敏博  基盤(C) 代表 H21-23 3660 

喜多敏博  基盤(C) 分担 H21-23 980 

喜多敏博  基盤(B) 分担 H25-27 536*) 

松葉龍一  基盤(C) 代表 H25-27 3900 

(出典：物品/旅費/謝金業務管理システムのデータを基に作成) 

*)平成 25 年度までの積算額  
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（水準）期待される水準にある。  

 

（判断理由）本機構における研究実践方法に則り研究活動を進めているため、本機構の組

織目的とは完全に合致している。また、得られた成果は、社会への公開だけでなく、本務

実践と改善のためのフィードバックとしても役立てており、学内からも十分な評価を得て

いることから、期待される水準にあると判断する。  

 

４．質の向上度の分析及び判定  

（１）分析項目Ⅰ  研究活動の状況  

 

(質の向上度) 質を維持している。  

 

(判定理由) 本機構は平成 19 年４月に設立であるため第 1 期中期目標計画終了時との比

較は難しく、平成 19 年度から平成 21 年度までの活動状況と比較し、質の向上度判定を行

うことにした。  

その結果、設置目的である ICT 活用教育のための人的、システム的な全学サポートに沿

う形での研究・開発実践は十分に達成できていると判断する。 

また、前掲資料 B-1-1-1（P5）に示すように、平成 22 年度から平成 25 年度での研究成

果として、学術論文２、国際学会プロシーディングス 15、著書２、口頭発表 22、科学研究

費補助金等採択４(代表/分担を含む)の成果を得ている。よって、質の向上度に関する分析

を、平成 19 年度(設立時)から、平成 21 年度までの研究活動状況と比較して考えると、平

成 19 年度から 21 年度までの状況は、学術論文２、国際学会プロシーディングス３、著書

２、口頭発表 24、科学研究費補助金等採択２(代表/分担を含む)であり、同等の質を維持

していると判断する。  

 

（２） 分析項目Ⅱ 研究成果の状況  

 

(質の向上度) 質を維持している。  

 

(判定理由) 前掲資料 B-1-1-1（P5）に示すように、過去３カ年間に、学術論文２、国際学

会発表 15、著書２、口頭発表 22 の成果を得ており、それらの成果は、前掲資料 B-1-1-2

（P5）に示すとおり科学研究費補助金等の採択数の増加にも現れている。  

また、本機構では、本務に沿う形で研究・開発を実践し、国内外の教育機関への貢献す

ることを目標としており、開発・公開したシステム等は、国内外の教育実践者、教育関係

団体において多数利用される等、一定以上の評価を受けている。 

さらに、得られた成果は、学会等を通じて社会へ還元するだけでなく、本機構の本務実

践と改善のためのフィードバックとしても役立たせ、本学における ICT 活用教育の推進へ

着実に貢献できている。  

よって、本機構における開発・研究の成果は、学術面と、社会、経済、文化面の双方に

おいて良好な水準以上にあり、質を維持していると判断する。  
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１．  社会貢献の目的と特徴  

 本機構における社会貢献活動は、本学の社会貢献活動の柱の１つ「市民」への貢献に沿

う形で目的を定め実践している。  

なお、具体的には、次の４つの目的を掲げている。  

1)研究及び専門的学識の社会への還元  

2)学会、学外委員会等の活動の充実  

3)公開講座、出張講演等の充実  

4)国内外に向けた情報発信(教育への ICT 活用に関する視察・訪問者への応対も含む)。 

さらに、本学が得た ICT 活用教育・ e ラーニングに関する知見を広く社会へ公開し還元

するために、国内外においてそれらを推進団体への加盟窓口、対外連携窓口も本機構が勤

めている。具体的には、日本イーラーニングコンソシアム (eLC)、日本オープンコースウェ

ア、大学 e ラーニング協議会、大学 ICT 推進協議会、EDUCAUSE へ正規会員として加盟し、

それらを通じた情報提供、発信を行っている。  

また、国内における ICT 活用教育・ e ラーニング促進活動、貢献の一環として、本機構

が実施母体となり年数回のセミナー (熊本大学 e ラーニング連続セミナー、熊本大学 e ポ

ートフォリオ国際セミナー等 )では、ICT 活用教育を積極的に進めている国内機関の教員の

他、その活動をサポートする職員を本学に招聘して、その知見を共有するだけでなく、同

活動の先進諸外国からも実践者を招聘し、事例の提供にも力を注いでいる。インターネッ

ト経由で、すべての情報を公開している点も本機構における社会貢献の特徴である。  

［想定する関係者とその期待］  

 本機構における社会貢献の想定される関係者は、国内外の高等教育機関において教育実

践に携わる教職員及び、教育行政の関係者、企業内教育の担当者、ICT 活用教育・e ラーニ

ングを研究・実学する留学生が挙げられ、また、本学が加盟する国際団体を通じた情報発

信により海外教育機関の実践者も想定される関係者である。  

なお、国内における e ラーニング実践の有数校として、本学、本機構が得たノウハウの提

供、国内外の関係機関との連携、情報共有の場の提供等が期待される事項である。  

 

２．  優れた点及び改善を要する点の抽出  

【優れた点】  

 社会貢献に関する取組、特に、本機構が主体となり開催しているセミナーは、毎回、多

くの参加者を集め、国内における e ラーニング、ICT 活用教育の実践者間での情報交換の

場の１つとして広く認識され、定着している。加えて、本機構が作成し公開した資料は、

国内の多くの組織にて利用されている。  

【改善を要する点】  

 学会を含む e ラーニング、ICT 活用教育団体における活動は、可能な限り積極的に行っ

ているが、当該機構の構成員が少人数であることから、対応できる活動に限りがあり、貢

献はまだ不十分である。  

また、組織としての社会貢献目的や実施計画の適切な公表方法についても、今後検討を

要する。  

３．  観点ごとの分析及び判定  

分析項目Ⅰ 大学の目的に照らして、社会貢献活動が適切に行われ、成果を上げていること。 

観点 社会貢献活動の目的に照らして、目的を達成するためにふさわしい計画や具体的

方針が定められているか。また、これらの目的と計画が適切に公表・周知されているか。 

（観点に係る状況）組織として得たノウハウ・情報を可能な限り社会に向けて提供することを

指針として活動している。 

また、資料 C-1-1-1 に示すように、学内や学外の関係者等に対して、本学もしくは本機構の

ウェブサイト他の手段を用いて、活動目的の掲載と、実施計画を周知・公開している。                     

(中期計画番号 K47) 
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(資料 C-1-1-1)本学主催する ICT活用教育推進イベント ウェブサイト 

   
http://el-lects.kumamoto-u.ac.jp/ 

(出典：熊本大学 eラーニング連続セミナーウェブサイトより抜粋) 

 

     
http://www.ield.kumamoto-u.ac.jp/08_seminar/index.html 

(出典：eラーニング推進機構ウェブサイト 熊本大学 eポートフォリオ国際セミナーより抜粋) 
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（水準）期待される水準にある。  

 

（判断理由）活動目的は本学公式ウェブサイトにて公表し、セミナー等の開催案内に関し

ては本機構のウェブサイト及び、メーリングリスト (資料 C-1-1-2)を活用し積極的に行っ

ていることから、期待される水準にあると判断する。  

 

観点 計画に基づいた活動が適切に実施されているか。  

（観点に係る状況）本機構における社会貢献活動の目的とし、特に 2)学会、学外委員会等

の活動の充実、3)公開講座、出張講演等の充実、4)国内外に向けた情報発信、活動を展開

するとともに、本機構が主催となる貢献活動を年度ごとに計画し活動を展開している。  

(中期計画番号 K47) 

 

(資料 C-1-1-2)セミナー等イベント案内メーリングリスト登録者数 

リスト名  登録者数  

ICT 教育推進関係者 51 

熊本県内高等学校  52 

過去のセミナー参加登録者 121 

計 224 

https://confluence.kumamoto-u.ac.jp/pages/viewpage.action?pageId=44958239 

(出典：全学グループウェアからの登録データを基に作成) 

(資料 C-1-2-1)学会等への貢献  

年度 学会名 担当・団体名 

現在 大学 ICT 推進協議会 熊本大学  

 

EDUCAUSE 

日本イーラーニングコンソシアム (eLC) 

日本オープンコースウェア (JOCW) 

大学 e ラーニング協議会 

電気学会  喜多敏博  

日本医療教授システム学会 理事 

情報処理学会 

日本教育工学会  

日本ムードル協会 

教育システム情報学会 

先端芸術音楽創作学会 運営委員 

H19-H25 Ja Sakai（Sakai Project 日本コミュニティ）幹事  松葉龍一  

H20 第 33 回教育システム情報学会全国大会 事務局長 

H21 第 3 回 Ja Sakai カンファレンス 大会実施委員長  

H22-H26 日本 Black board ボードメンバー会議 メンバー 

H22 大学 ICT 協議会 年次大会 2011 大会実施委員 

H23 第 27 回  日本教育工学会年次大会 大会実行委員 

H25 8th International Technology, Education and 
Development Conference, International 
Scientific Advisory Board 

 https://confluence.kumamoto-u.ac.jp/pages/viewpage.action?pageId=44958195 

 (出典：全学グループウェアからの登録データを基に作成 ) 
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（水準）期待される水準にある。  

 

（判断理由）目的 2)の学会等の関連団体を通じての貢献活動（資料 C-1-2-1）、目的 3)の

出張講演等の充実（資料 C-1-2-2）及び、目的 4)の国内外に向けた情報発信（資料 C-1-2-

3）を資料に示すとおり積極的に活動し、さらに、その活動状況は e ラーニング推進機構運

営委員会の資料として随時公開し、セミナー等の実施報告及び成果 (収録ビデオ等も含む)

については本機構のウェブサイトにより公開 (前掲資料 C-1-1-1 P9)していることから、期

待される水準にあると判断する。  

 

観点  活動の実績及び活動への参加者等の満足度等から判断して活動の成果が上がっ

ているか。  

（観点に係る状況）本機構が主催しているセミナー等の活動に関しては、参加人数の集計

及び公開しており(資料 C-1-3-1)、満足度の調査に関しては、実施後の意見交換会等にお

いて、参加者からの意見徴集を実施している。                  (中期計画番号 K47) 

(資料 C-1-2-2)講演会講師等  

年 講演会等名  氏名 

H22 広島大学生物圏科学研究科 FD 講演会講師  松葉龍一  

11th SAKAI Conference Pre-Conference Session, guest 

speaker 
松葉龍一  

International Conference on Multimedia Education, Vice 

Chair 
松葉龍一  

H23 サイバー大学東京オフィス「サイバー大学 FD セミナー」講師  喜多敏博  

広島大学 e ラーニングポートフォリオ勉強会講師  松葉龍一  

12th SAKAI Conference Pre-Conference Session speaker 松葉龍一  

H24 大阪大学中之島センター「 TIES ワークショップ」講師  喜多敏博  

JASIG-SAKAI Conference Pre-Conference Session guest 

speaker 
松葉龍一  

H25 マイドームおおさか「 CCC-TIES ワークショップ」講師  喜多敏博  

https://confluence.kumamoto-u.ac.jp/pages/viewpage.action?pageId=44958205 

(出典：全学グループウェアからの登録データを基に作成 ) 

(資料 C-1-2-3)平成 20-25 年度までの e ラーニング推進機構の視察者数  

 全体 国内 海外 

年度 団体数  人数 団体数 人数 団体数  人数 

20 11 43 10 41 1 2 

21 15 69 14 66 1 3 

22 7 12 7 12 0 0 

23 8 17 7 16 1 1 

24 6 17 5 16 1 1 

25 5 52 3 47 2 5 

合計 52 210 46 198 6 12 

https://confluence.kumamoto-u.ac.jp/pages/viewpage.action?pageId=44958228 

(出典：全学グループウェアからの登録データを基に作成 ) 
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（水準）期待される水準にある。  

 

（判断理由）セミナー等の活動の参加人数は終了後に集計を行い、実施報告書や本機構の

ウェブサイトをとおして随時公開している。  

なお、セミナー等により提供した情報や知見がどのように活かされたかを重視しているた

(資料 C-1-3-1)eラーニング連続セミナー(上表)及び、eポートフォリオ国際セミナー(下表)参加者数 

回  講演題目  講演者  開催日  
参加者

数  

18 
e ラーニングと動機づけ： ARCS モデルか

らのアプローチ  

John M Keller 
2010/7/12 37 

19 

オープンエデュケーションの光と影  仲林  清  

2011/1/19 37 
オープンテクノロジーによるｅラーニン

グツール間連携  

Manuel C Rodriguez 

20 

21 世紀の学習と教育  Zoraini Wati Abas  

2012/3/19 17 マレーシア公開大学 (OUM)におけるオン

ライン学習プログラムの実践例：挑戦と

成功  

                      

Abtar Kaur 

21 
来るべき高等教育の世界：オープンエデ

ュケーションを越えて  

飯吉透  
2013/3/11 29 

22 

Taking Leadership in Mystery of 
MOOCs and the Mass Movement toward 
Open Education 

Curt J. Bonk 

2013/9/27 30 
Quality in e-Learning: An Asian 
Perspective 

Insung Jung 

(出典：熊本大学 eラーニング連続セミナーウェブサイトから抜粋) 

 

回  実施内容  講演者  開催日  
参加者

数  

1 

講演及び、ワ

ー ク シ ョ ッ

プ  

招待講演者：  

Janice Smith(Three Canoes Consulting LLC) 

Lynn Ward(Indiana University-Purdue 

University Indianapolis) 

一般講演： 4 件  

 

2011/3/10-

11  80 

2 

講演及び、  

ラウンド  

テーブル  

招待講演者：  

Paul Treuer(University of Minnesota Duluth) 

Janice Smith (Three Canoes Consulting LLC) 

一般講演： 8 件  

 

2013/3/8-9 
50 

3 

講演及び、企

画 セ ッ シ ョ

ン  

招待講演者：  

Judit Török(LaGuardia Community College) 

Marc Zaldivar(Virginia Tech) 

Teggin Summers(Virginia Tech) 

古澤修一 (広島大学 ) 

企画セッション： Janice Smith 

一般講演： 4 件   

 

 

2014/3/7-8  
59 

(出典：eラーニング推進機構ウェブサイトから抜粋)   
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め、セミナー等の活動における満足度調査はアンケートによるものでなく、実施後に行う意

見交換会等での情報収集の結果、満足度は概ね良好であることから、期待される水準にある

と判断する。  

観点 改善のための取組が行われているか。  

（観点に係る状況）セミナー等の運営に関しては、実施スタッフマニュアルを策定の上、

終了後の反省会を通して、問題点の洗い出しと改善に努めている。検討された改善点を運

用確認のためのチェックシートに追加し、以降の実施において、改善を図っている。  

また、開発資料等の改善・改訂に関しては、学内外の利用者から寄せられる質問等を検

討の上、改善している。                     (中期計画番号 K82) 

 
 

（水準）期待される水準にある。  

 

（判断理由）セミナー等の実施運営に関しては、毎回の反省点を全学グループウェア（資

料 C-1-4-1)に掲載し情報共有を図りながら次回開催時の参考としている。  

また、開発資料等の公開に関しては、継続開発、利用に関する問い合わせも多く有り、

それらの有用性を確認できることから、期待される水準にあると判断する。  

 

分析項目Ⅱ 大学の目的に照らして、地域貢献活動が適切に行われ、成果を上げていること。 

観点 大学の地域貢献活動の目的に照らして、目的を達成するためにふさわしい計画や

具体的方針が定められているか。また、これらの目的と計画が適切に公表・周知されて

いるか。  

（観点に係る状況）地域貢献活動を本機構の本務と関連づける形で活動を計画し、地域の

関連組織にとり有用な情報を可能な限り提供することを指針として活動している。  

また、本機構が主体となり開催するイベント情報の提供は、県内の学校現場へ必ず行う

などの情報公開に努めているだけでなく、くまもとインターネット市民塾等の地域に根ざ

した活動の運用にも積極的にたずさわり、本学、本機構のもつ知見の還元に努めている。                            

(中期計画番号 K47) 

 

 

（水準）期待される水準にある。  

 

（判断理由）教育研究活動を通じて蓄積してきた豊かな知的資源を、正規の学生の教育の

みならず地域の多様な学習ニーズに合わせて有効に提供し活用することを本学の責務とし

(資料 C-1-4-1)セミナー等反省会議事録  

https://confluence.kumamoto-u.ac.jp/pages/viewpage.action?pageId=44957830 

 (出典：全学グループウェアに登録 ) 

(資料 C-2-1-1)熊本大学における「教育サービス面における社会貢献に関する目的」 

第１に、様々な年齢と職業の、様々な関心や目的を持つ社会の人々に

対して大学の教育を公開し、保有する施設、設備及び学術資料を開

放・公開するとともに、大学で生み出され集積されていく学術研究の

成果を様々なメディアを通じて発信し、広く社会に学習の機会を提供

することによって、正規の学生以外の人材の育成にも努める。  

 

全学テーマ別評価自己評価書「教育サービス面における社会貢献」(平成 12年度着手分) P7より抜粋 

http://www.kumamoto-u.ac.jp/daigakujouhou/kihonjoho/hyouka/index_file/shakaikouken.pdf 

(出典：熊本大学公式ウェブサイト ) 



熊本大学 e ラーニング推進機構 

14 

 

ており(資料 C-2-1-1)、それに沿った活動を行えていることから、期待される水準にある

と判断する。  

 

観点 計画に基づいた活動が適切に実施されているか。  

（観点に係る状況）活動の計画と指針に基づき活動を実施している。具体的には、熊本県

民を対象に展開している市民活動「くまもとインターネット市民塾」では、運営理事や講

習会講師を務めるなど、直接的な地域貢献へも積極的に参加 (資料 C-2-2-1)や、本機構の

実施するセミナー(ランチョンセミナー：資料 C-2-2-2)を一般公開にて実施し、リアルタ

イムとオンデマンドの両形式にて配信を行う他、熊本大学五高記念館等の学内関係部署か

らの協力依頼を受け、展示資料紹介ビデオ等の制作に当たるなどの貢献も果たしている。                                

(中期計画番号 K47) 

 

(資料 C-2-2-1)くまもとインターネット市民塾サイト 

   

 

 

http://www.learning-square.jp/ 

(出典：くまもとインターネット市民塾ウェブサイトより抜粋) 
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（水準）期待される水準にある。  

 

（判断理由） ICT 教育実践関連のセミナーの一般公開開催及び、講演資料及び講演ビデオ

をウェブサイト経由にてインターネットへ公開している (前掲資料 C-1-1-1  P9)。 

さらに、毎週定期開催しているランチョンセミナーは、オンラインでの視聴も可能にし

ている等、計画に基づいた活動が適切に実施されていることから、期待される水準にある

と判断する。  

 

観点 活動の実績及び活動への参加者等の満足度等から判断して、活動の成果が上がっ

ているか。  

（観点に係る状況）本機構が主体となり開催するセミナー等の活動に関しては、参加人数

の集計及び公開し、リアルタイム配信では参加者数の調査 (前掲資料 C-2-2-2 P15)の結果、

毎回、県内外から一定数の参加者があり、リーピータ数も増えている。  

また、くまもとインターネット市民塾の地域市民への認知、参加も着実に進んでいるこ

とから、成果を結んできていると考える。            (中期計画番号 K47) 

 

（水準）期待される水準にある。  

 

（判断理由）セミナー等への学外からの参加者数は、平均 20 名弱であり、200 余回を数え

るランチョンセミナー (リアルタイム配信セミナー )での視聴者は、毎回 10 数名あるなど、

活動における一定の参加者があることから、期待される水準にあると判断する。  

 

観点 改善のための取組が行われているか。  

（観点に係る状況）セミナー等の運営に関しては、実施スタッフマニュアルを策定の上 (資

料 C-2-4-1)、終了後の反省会を通して、問題点の洗い出しと改善に努め (前掲資料 C-1-4-

1 P13)、また、ウェブサイト等の整備も定期的に行っている (資料 C-2-4-2)。  

     (中期計画番号 K82) 

(資料 C-2-2-2)eラーニング授業設計支援室 ランチョンセミナー 

    

http://cvs.ield.kumamoto-u.ac.jp/wpk/ 

(出典：eラーニング推進機構ウェブサイトより抜粋)  
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（水準）期待される水準にある。  

(資料 C-2-4-1)学習支援システム利用マニュアル 

   

http://www.ield.kumamoto-u.ac.jp/02_lms/manual.html 

(出典：eラーニング推進機構ウェブサイトより抜粋) 

(資料 C-2-4-2)eラーニング推進機構サイト再構築改修(公開予定) 

 
https://confluence.kumamoto-u.ac.jp/pages/viewpage.action?pageId=43648234 

(出典：全学グループウェア ) 
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（判断理由）セミナー等の実施運営に関しては、毎回の反省点を次回開催時には、修正を

行えている。  

また合わせて、ウェブサイト等の整備も定期的に行い、情報の整理と情報入手の容易化

を図る等の改善を行っていることから、期待される水準にあると判断する。  

 

４．  質の向上度の分析及び判定  

（１） 分析項目Ⅰ 大学の目的に照らして、社会貢献活動が適切に行われ、成果を上げていること。 

 

(質の向上度) 質を維持している  

 

(判定理由) 本機構の社会貢献活動は、本学の社会貢献活動の柱の１つ「市民」への貢献に

沿う形で次の４つの目的を掲げている： 1)研究及び専門的学識の社会への還元、2)学会、

学外委員会等の活動の充実、3)公開講座、出張講演等の充実、4)国内外に向けた情報発信

(教育への ICT 活用に関する視察・訪問者への応対も含む )。 

質の向上度判定にあたり、本機構は平成 19 年４月に設立であるため第１期中期目標計

画終了時との比較は難しく、平成 19 年度から平成 21 年度末までの活動状況と比較し、質

の向上度判定を行うことにした。  

目的 1)、4)に関しては、国内外の関連学会を通して、研究と教育改善、実践成果の発表

公開がその主な手段であり、平成 21 年度までが、国際学会発表 3 件、国内学会発表 24 件

であったのに対し、それぞれ 14 件、22 件を数えている。  

目的 2)に関しては、本機構が窓口となり本学が加盟している ICT 活用教育・e ラーニン

グ関連団体(日本イーラーニングコンソシアム、日本オープンコースウェア、大学 e ラーニ

ング協議会、大学 ICT 推進協議会、EDUCAUSE)における活動が主であり、特に、大学 e ラー

ニング協議会では、幹事校の１つとしての役割を担うなど国内における ICT 活用教育・e

ラーニング促進活動、貢献を進めている。  

目的 3) に関しては、本機構が実施母体となり年数回のセミナー (熊本大学 e ラーニング

連続セミナー、熊本大学国際セミナー )では、国内外において ICT 活用教育を積極的に実践

している人物を本学に招聘してその知見と手法を共有するだけでなく、国内における実践

者の情報共有・交流の場を提供している。  

 以上により、社会貢献活動の質を維持していると判断する。  

 

（２） 分析項目Ⅱ 大学の目的に照らして、地域貢献活動が適切に行われ、成果を上げてい

ること。 

 

(質の向上度) 質を維持している  

 

(判定理由)前項目と同様に設立時から平成 21 年度までの状況との比較において、本機構

における地域貢献活動は、本学の責務である教育研究活動を通じて蓄積してきた豊かな知

的資源を、正規の学生の教育のみならず地域の多様な学習ニーズに合わせて有効に提供し

活用することに沿った活動を展開している。地域貢献活動は、社会貢献活動と一体を成し

た活動であり、特に、地域に向けての限定した活動にはしていないが、本機構が実施母体

となり開催するセミナーは、一般公開を原則にするだけでなく、開催時には、県内全市町

村の学校(小、中、高等学校)及び、教育関連組織への案内を必ず送付し、情報提供と知見

の共有に努めているほか、熊本県民を対象に展開している市民活動「くまもとインターネ

ット市民塾」では、運営理事や講習会講師を務めるなど、情報発信だけでなく、より直接

的な地域貢献へも積極的に参加している。  

 以上により、地域貢献活動の質を維持していると判断する。  
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Ⅳ 国際化の領域に関する自己評価書 
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１．  国際化の目的と特徴  

 グローバルなアカデミック・ハブを目指す本学の国際化に向けた取組の一環に上げられ

ている情報発信項目、特に、「 e ラーニングの国際展開」の実現に寄与することを本機構の

国際化領域における目的としている。具体的には、本機構の業務において作成・開発した

各種資料・システムの多国語化と、海外の ICT 活用教育、 e ラーニング分野における先進

大学と連携、協力関係の構築が主な目的である。本学は高等教育機関であることから、高

度情報化を支える人材の養成は自ら取り組むべきであり、大学における ICT 活用のための

国際的な組織である EDUCAUSE、国内における ICT 教育実践の推進組織である大学 ICT 推進

協議会へ加盟し、情報取得、学内外への情報提供の他、同加盟組織を通じた人材育成にも

努めている。  

 

［想定する関係者とその期待］  

 本機構における国際化の想定される関係者は、第一には、本学構成員 (教職員及び、学生

(留学生を含む))が挙げられ、加えて、国内外の高等教育機関において教育実践に携わる教

職員及び、教育行政の関係者、また、本学が加盟する国際団体を通じた情報発信による海

外教育機関の実践者が想定される関係者である。  

なお、本学における ICT 活用教育推進のために、実践に必要な知見を学内構成員に向け

外国語での提供、海外の先進機関との関係構築による最新情報の提供等が期待されている。 

 

２．  優れた点及び改善を要する点の抽出  

【優れた点】  

 本学における ICT 活用教育推進のために、外国語による知見とノウハウの学内提供はで

きている。本機構が実施母体となり年数回開催している国際セミナー (e ラーニング連続セ

ミナー及び、e ポートフォリオ国際セミナー )を通して、海外の先進的な ICT 活用教育実践

を行っている高等教育機関に所属する実践者と連携協力関係を築き、その関係を維持・継

続できている。  

【改善を要する点】  

 本機構が構築してきた国際的な協力関係を全学へ提供・展開できていない。加えて、国

際セミナー等の開催を、予算確保と企画の両面の問題により安定実施 (定期化)できていな

い。 

 

３．  観点ごとの分析及び判定  

分析項目Ⅰ 目的に照らして、国際化に向けた活動が適切に行われ、成果を上げていること。 

観点 国際化の目的に照らして、目的を達成するためにふさわしい計画や具体的方針が

定められているか。また、これらの目的と計画が広く公表されているか。  

（観点に係る状況）本機構の国際化の目的と特徴に示したように、熊本大学国際化のビジ

ョンに従った情報発信、 e ラーニングの国際展開への寄与を目的とした活動計画・指針を

定め活動している。  

また、ウェブ等を通して、大学内や学外の関係者等に広く公表している (資料 D-1-1-1)。                                                 

(中期計画番号 K53) 
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（水準）期待される水準にある。  

 

（判断理由）アクションプラン 2010 及び、熊本大学の国際化戦略に国際化に関する基本方

針に従い、本機構の国際化に関する目的と活動指針を取り決めてある。  

また、ウェブ等の情報提供サイトの英語化を済ませており、外国語による大学内や学外

の関係者等に広く公表できていることから、期待される水準にあると判断する。  

 

観点 計画に基づいた活動が適切に実施されているか。  

（観点に係る状況）本機構の国際化に関する目的と活動指針に沿い、適切な活動を展開し

てきている。  

具体的には、平成 22 年から平成 25 年度にかけて、韓国、インドネシア、アメリカ合衆

国に短期で本機構職員を派遣し、オープンコースウェア（ OCW）、オンラインポートフォリ

オ、EDUCAUSE 等の学会への参加および視察を行う一方、海外から本学への視察者への対応

も行い、情報収集と提供に努めている (資料 D-1-2-1、D-1-2-2)。 

また、学習支援システムマニュアルを英語化し(資料 D-1-2-3)、本機構ウェブサイトを

通じ、学内外の利用者に向け提供している。なお、本機構では外国人学生、研究者の受入

を行っていない。   

(中期計画番号 K53) 

 

(資料 D-1-1-1)eラーニング推進機構英語サイト 

    

 
http://ewww.kumamoto-u.ac.jp/dept/e_learning/ 

(出典：熊本大学公式ウェブサイトから抜粋) 



熊本大学 e ラーニング推進機構 

22 

 

 

 

(資料 D-1-2-1)本機構を窓口とする本学の加盟関連組織一覧 

 

 (出典：e ラーニング推進機構ウェブサイトから抜粋) 

(資料 D-1-2-2)平成 20-25年度までの eラーニング推進機構の視察者数 

 全体 国内 海外 

年度 団体数  人数 団体数 人数 団体数  人数 

20 11 43 10 41 1 2 

21 15 69 14 66 1 3 

22 7 12 7 12 0 0 

23 8 17 7 16 1 1 

24 6 17 5 16 1 1 

25 5 52 3 47 2 5 

合計 52 210 46 198 6 12 

https://confluence.kumamoto-u.ac.jp/pages/viewpage.action?pageId=44958228 

(出典：全学グループウェアからの登録データを基に作成) 

(資料 D-1-2-3) 学習支援システム マニュアル(英語版) 

    

http://www.ield.kumamoto-u.ac.jp/02_lms/manual.html 

(出典：eラーニング推進機構ウェブサイトから抜粋) 
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（水準）期待される水準にある。  

 

（判断理由）学習支援システム (WebCT)のマニュアルの英語化とその公開及び、海外への視

察派遣を通じ、ICT 活用教育、e ラーニング実践に関する海外の先進的な実践事例を調査

し、その知見を、本学を含む国内高等教育機関へ提供してきた。  

また、視察訪問先との継続的な情報収集、情報交換のために、連携協力関係を構築・維

持にも努めている等、 e ラーニングの国際展開を基軸とした本学の国際化に対応した組織

体制の整備、内容・方法等による戦略に貢献できていることから、期待される水準にある

と判断する。  

 

観点 活動の実績及び学生・研究者の満足度から判断して活動の成果があがっているか。 

 

（観点に係る状況）海外視察を通じて構築してきた海外組織との連携協力体制は、先方か

ら、本機構が実施する各国際セミナーへの派遣、それに付随した本学の e ラーニング推進、

国際展開のためアドバイスとサポートの形で、着実にその成果を結んできている。  

なお、本機構は外国人学生、研究者の受入は行っていないため、その調査は行っていな

い。                           (中期計画番号 K54) 

 

（水準）期待される水準にある。  

 

（判断理由）国際化領域における２つの主目的；1)作成・開発した各種資料・システムの

多国語化と、2) 海外の ICT 活用教育、e ラーニング分野における先進大学と連携、協力関

係の構築への活動実績を着実に積み重ねて来ている。  

また、本機構が作成した e ラーニング教材作成マニュアル (英語版)は、学内外の関係者

により様々な形で利用されていることから、期待される水準にあると判断する。  

 

観点 改善のための取り組みが行われているか。  

 

（観点に係る状況）教育の国際化に向けた活動の一環として、本機構において開発したウ

ェブサイトや各種マニュアル等の資料 (前掲資料 D-1-2-3 P22)は、日本語版の情報改訂に

合わせ見直し、改訂を適宜実施している(資料 D-1-4-1)。  (中期計画番号 K82) 
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（水準）期待される水準にある。  

 

（判断理由）本機構において開発した資料の他言語版の改訂に際しては、担当者２名以上

をおき、それぞれが、原案作成者と確認者となり、レビューと改訂のサイクルを数度行う

形で確実に実施していることから、期待される水準にあると判断する。  

 

４．  質の向上度の分析及び判定  

分析項目Ⅰ 目的に照らして、国際化に向けた活動が適切に行われ、成果を上げていること。 

 

(質の向上度) 質を維持している  

 

(判定理由) 本機構は平成 19 年４月に設立であるため第１期中期目標計画終了時との比

較は難しく、平成 19 年度から平成 21 年度までの活動状況と比較し、質の向上度判定を行

うことにした。  

本機構の国際化領域における目標は、本学が国際化展開の１つである「e ラーニングの

国際展開」の実現に寄与することである。具体的には、本機構の業務において作成・開発

(資料 D-1-4-1)マニュアルやウェブサイトの英語化記録  

 

https://confluence.kumamoto-u.ac.jp/pages/viewpage.action?pageId=44958300 

(出典：全学グループウェアから転出) 
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した各種資料・システムの多国語化 (日/英語)、海外の ICT 活用教育、e ラーニング分野に

おける先進大学と連携、協力関係の構築と強化、EDUCAUSE 他、国内外における ICT 教育実

践の推進組織への加盟、貢献を通しての情報取得と情報提供の実践である。  

また、国際化活動の１つである各種資料・システムの多国語化に関しては、学内の外国

人教員を主対象として外国語 (英語)版 e ラーニング教材作成のための手順のマニュアルを

作成し公開しており、当該資料は、学内だけでなく、国内機関の関係者において様々な形

で利用されている。  

さらに、本機構が実施母体となり年数回開催している国際セミナー (e ラーニング連続セ

ミナー及び、e ポートフォリオ国際セミナー )を通して、海外の先進的な ICT 活用教育実践

を行っている高等教育機関及び、当該組織に所属する実践者と、連携・協力関係を築き、

継続的な相互交流にも力を入れていることから、国際化に向けた活動の質は維持している

と判断する。それらの交流において得られた海外の先進組織における最新情報や知見・実

践事例を広く国内の関連機関に提供することも、本学の責務の 1 つと考え、本機構が母体

となり開催する本学主催のセミナー等を通して、本学構成員だけでなく、国内の高等教育

機関に所属する教育実践者(教職員)、教育行政の関係者への提供に努めている。  
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Ⅴ 教育研究支援に関する自己評価書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



熊本大学 e ラーニング推進機構 分析項目Ⅰ 

28 

 

１．教育研究支援の目的と特徴  

 アクションプラン 2010 に掲げられた「 e ラーニングをはじめとする多様な授業形態及び

授業方法の普及促進」、総合情報環構想 2010 で示された「利用者個々に柔軟かつ適切なサ

ービスを提供し、魅力的かつ継続的なサービスの提供による利用者と大学の関係を生涯継

続可能な形での構築」を教育研究支援活動の目標とする。具体的には、教育のパーソナル

化、生涯化を進めるにあたり、学習支援システム (LMS)の複数化・標準化・オープン化をす

すめ、多様な授業形態と授業方法の普及啓蒙活動及び、全学的教育コンテンツのデジタル

化の推進と深化、インストラクショナル・デザインに基づく効率的かつ学習目標達成の評

価と保証ができるコンテンツの充実・拡大を図る。個々の活動としては次の６項目がある。 

1) eラーニング化の企画・推進への貢献  

2) eラーニングコンテンツの制作・保守  

3) 教職員がeラーニングコンテンツを制作・保守する際の支援  

4) eラーニングによる授業設計支援  

5) eラーニングシステムの管理運営  

6) e ラーニングアプリケーションの制作・保守  

 

なお、活動の特色としては、学内の関連各部局である社会文化科学研究科  教授システム

学専攻、総合情報基盤センター、大学機能総合開発研究センター、自然科学研究科、工学

部技術部、情報企画ユニットと有機的な連携を保ち業務推進、支援活動に従事しているこ

とがあげられる。  

 

［想定する関係者とその期待］  

 教育研究支援の想定される関係者は、狭義には、全学構成員 (教職員及び学生 )が上げら

れ、広義には、卒業･修了生を含む本学に係わるすべての関係者が上げられる。  

なお、本学における ICT を活用した教育改善のための人的サポート及び、卒業･修了生を

含む本学に関係者の生涯学習、自己学習へのシステム的サポートが期待されている。  

 

２．優れた点及び改善を要する点の抽出  

【優れた点】  

 学習支援システム (LMS)を利用したオンライン教材 (e ラーニング教材 )を提供する科目

数は、年々着実に増加しており、本機構の教材開発サポート及び、 ICT を活用した教育実

践の促進に寄与してきている。  

【改善を要する点】  

 本機構の構成員からも分かるように、本機構の本務の１つ「eラーニングコンテンツの

制作・保守及び、eラーニングコースの運用を含む教職員の支援」は、非常勤職員の活動

と能力に大きく依存している。非常勤職員の雇用規約等の制約もあり、現在の水準を今後

維持し続けていくことは困難に思え、雇用計画を含めた運用体制の改善は急務である。  

 

３．観点ごとの分析及び判定  

分析項目Ⅰ 高度情報化キャンパスの実現  

観点 高度情報化キャンパスを実現するために必要な教育実施、及び全学への支援体制

が整備され、機能しているか。  

（観点に係る状況）学内教職員を対象とした ICT 活用教育の一環として、担当部署 (総合情

報基盤センター及び、情報企画ユニット )と協力し、e ラーニングを活用した学内職員研修

会、情報セキュリティ研修を実施する他、本学における情報公開の促進を図るため、広報

戦略ユニットの依頼を受け、公式 /教職員ウェブサイトシステム利用研修会用学習コンテ

ンツの開発と対面による研修会 (初任者研修会を含む)を担当した(資料 E-1-1-1)。 

また、学部学生に対しては、情報基礎教育 (科目名:情報基礎 A/B)を通して、基礎的な情
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報活用力の修得に努めている (資料 E-1-1-2)。加えて、本機構が実質的な運用を担当する

熊本大学 eラーニング連続セミナーにおいて、国内外から ICT活用教育の専門家を招聘し、

有益となる新しい知見や情報の提供することで、高度情報化キャンパスを実現するために

必要な教育基盤の整備に努めている。               (中期計画番号 K15) 

 

 

(資料 E-1-1-1)オンラインを活用した教職員研修会 

  ※上図：情報セキュリティ研修、下図：ウェブサイトシステム利用研修会  

 

http://md.kumamoto-u.ac.jp/course/view.php?id=19717 

(出典：全学学習支援システム Moodle から抜粋) 

 

(出典：全学学習支援システム WebCTから抜粋) 
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（水準）期待される水準にある。  

 

（判断理由）情報基礎 A/B は、全学１年次生(約 1,800 名)の必修科目であり、情報セキュ

リティ研修は、全学教職員が受講済みである。  

また、教職員 /公式ウェブサイトの掲載情報量は年々に増加していることから、高度情報

化キャンパスの実現に向けた学内教育は着実に成果に結び着いていることから、期待され

る水準にあると判断する。  

 

観点 高度情報化キャンパスを実現するために必要な全学教育情報基盤が整備・運営さ

れ、適切に機能しているか。  

 

（観点に係る状況）平成 18 年度より Blackboard Learning System バージョン 6(BBLS6)を

全学の学習支援システム (LMS)に据え、平成 25 年度まで運用してきたが、同システムの保

守サービス終了に合わせて、次期 LMS の選定を経て、オープンソース LMS (Moodle)を導

入・運用を開始した。システム変更に合わせて各種利用マニュアル等の整備及び、運用方

針の改訂に着手している。また、学内需要に合わせ、オンデマンドビデオ配信 (VOD)システ

ム(ECHO360)及び、VOD 配信サーバの整備も進め、学部・大学院教育、職員研修、講演会等

全学で多岐にわたり利用が進んでいる。             (中期計画番号 K89) 

 

(資料 E-1-1-2)情報基礎 A コース 

 

http://md.kumamoto-u.ac.jp/course/view.php?id=30808 

(出典：全学学習支援システム Moodleから抜粋) 
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(資料 E-1-2-1)全学学習支援システム WebCT利用者数の経年変化 

 

(出典：eラーニング推進機構運営委員会資料  平成 26年度 7月期活動報告資料から抜粋) 

 

(資料 E-1-2-2)動画配信サーバ利用状況  

サーバ名  利用部局等名 動画配信数 

Flash ストリー

ミングサーバ  

理学部  1 

医学部  13 

放射線障害防止委員会  5 

減災型社会システム実践研究教育センター  14 

大学教育機能開発総合研究センター  14 

五高記念館  4 

社会文化科学研究科教授システム学専攻 64 

情報企画ユニット  60 

e ラーニング推進機構  60 

Echo360 サーバ e ラーニング推進機構 (各部局利用) 261 

ダウンロード動

画配信サーバ  

医学部  3548 

計   4,044 

https://confluence.kumamoto-u.ac.jp/pages/viewpage.action?pageId=44957943 

(出典：全学グループウェアからの登録データを基に作成) 
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（水準）期待される水準にある。  

 

（判断理由）資料 E-1-2-1 に示すように、LMS の利用状況(オンライン学習コース数 )は、

年度を追うごとに着実に増加し、Moodle 導入後(平成 26 年度は移行期)も、ほとんどの既

存ユーザ(教職員)は、 BBLS6 からコンテンツ移行し継続利用しているためである。  

本学における e ラーニング教育の推進を行うため次の活動を行っており、 LMS の利用状

況の増加は、それらの活動が着実に実を結んできたものと考える  

 「熊本大学 e ラーニング連続セミナー」の開催 

平成 17 年度より国内外の著名な e ラーニングの専門家を招聘し、講演会を開催してき

た。(平成 25 年度までに 22 回開催) 

 「LMS 講習会」の開催  

LMS（ラーニングマネジメントシステム）の使い方・利用方法についての講習会を毎週火

曜日（14:00-16:00）に開催している。  

LMS の利用状況に加え、動画配信サーバを利用したビデオ教材配信数も資料 E-1-2-2 に

示すよう着実に増加しており、以上のことから、期待される水準にあると判断する。  

 

観点  高度情報化キャンパスを実現するために必要な全学教育情報支援サービスが整

備・運営され、適切に機能しているか。  

（観点に係る状況）総合情報環構想 2010(資料 E-1-3-1)に基づき、人的サービス面では、

e ラーニング推進室を中心として、オンライン教材作成及び、ICT の教育への利活用のため

の QA サービスを展開する他、多様な授業実践実現へ向けて、e ラーニング授業設計支援室

が、サポートサービスを展開している。  

また、システム的サービス面では、総合情報基盤センターと密に連携をとり、システム

管理運営室、アプリケーション開発室を中心に行う体制を取っている。  

                              (中期計画番号 K25) 
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(資料 E-1-3-1)総合情報環構想 2010 

   

http://www.kumamoto-u.ac.jp/daigakujouhou/katudou/johokankoso 

(出典：熊本大学公式ウェブサイトから抜粋 ) 

http://www.kumamoto-u.ac.jp/daigakujouhou/katudou/johokankoso/johokankoso_file/johokankoso2010.pdf 

(出典：総合情報環構想 2010 リーフレットから抜粋) 
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(資料 E-1-3-2)質問掲示板  

     

(出典：教材開発サポートステーション 業務情報共有掲示板から抜粋) 

(資料 E-1-3-3)全学学習支援システム WebCT Q&A  

 

 http://www.ield.kumamoto-u.ac.jp/02_lms/webct_qa.html 

(出典：e ラーニング推進機構ウェブサイトから抜粋 ) 
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（水準）期待される水準にある。  

 

（判断理由）学内構成員の大多数が、ICT 活用教育実践のための人的 /システム的サポート

を本機構が窓口として、日々、様々な問い合わせを受け対応している。  

なお、各方面からの質問等は本機構内部で共有され（資料 E-1-3-2）、さらに本機構のウ

ェブサイトにて「Q&A」として公開し情報提供 (資料 E-1-3-3)を行うなど、支援サービスが

適切に運営されていることから、期待される水準にあると判断する。  

 

４．質の向上度の分析及び判定  

分析項目Ⅰ 目的に照らして、教育研究支援に向けた活動が適切に行われ、成果を上げてい

ること。  

 

(質の向上度判定) 質を維持している  

 

(判定理由) 本機構では、本学の教育活動の指針の１つである「e ラーニングをはじめとす

る多様な授業形態及び授業方法の普及促進」と、総合情報環構想 2010 に掲げられた「利用

者個々に柔軟かつ適切なサービスを提供し、魅力的かつ継続的なサービスの提供による利

用者と大学の関係を生涯継続可能な形での構築」に貢献することを目標に教育研究支援活

動を展開しており、全学構成員だけでなく、卒業･修了生を含む本学に係わるすべての関係

者へのサービス提供を目指している。  

それらの実現に向け、学内の関連各部局である社会文化科学研究科  教授システム学専

攻、総合情報基盤センター、大学機能総合開発研究センター、自然科学研究科、工学部技

術部、情報企画ユニットとの有機的な連携体制を構築した上で、オープンソース LMS 

(Moodle)の導入・運用、オンデマンドビデオ配信環境の構築・整備をはじめとしたシステ

ム的サポートと、各利用者のニーズ調査及び、教育実践のためのコンサルティング、オン

ライン教材作成及び、 ICT の教育への利活用のためのマニュアル等の整備、 QA サービスを

展開するなどの人的サポートを行ってきた。  

その一方で、学内需要に合わせた教職員研修の実施サポート等の各事務部局の実務実践

のためのサポート、総合情報基盤センター、大学教育機能開発総合研究センター等の学内

関係部局との連携協力関係の強化にも努め、より良い教育基盤の提供に努めている。質の

向上度判定にあたり、設立年度との兼ね合いから、第１期中期目標計画終了時との比較は

難しいため、平成 19 年度(設立年度)から平成 21 年度までの活動状況と比較し、質の向上

度判定を行うことにした。  

また、前掲資料 E-1-2-1（P31）が示すように、全学学習支援システムの利用者数は、多

少の増減はありつつも、年度を追うごとに増加している。このデータは、本学における e

ラーニング(ICT 活用教育)実践が、着実に根付いてきている証拠であり、本機構が実践し

てきた啓蒙活動とサービスが学内構成員に認知され、本学の e ラーニング推進に一定の貢

献を果たしていることから、教育研究支援に向けた活動の質を維持していると判断する。  
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Ⅵ 男女共同参画に関する自己評価書 
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１．男女共同参画の目的と特徴  

 本機構では、熊本大学男女共同参画推進基本計画に掲げる事項の推進を図ることを目的

に、本機構における男女共同参画活動の目的を定めている。具体的には、次の３点に注力

している。  

1)職員の募集に際して、積極的な広報を行い、優秀な女性の応募数の増加を図る。 

2)職員の業績評価に当たっては、出産、育児・介護等への従事を最大限考慮し、それ

らの休業制度を利用しやすい職場環境を整える。  

3)女性職員に対する学内外の研修の機会を積極的に推奨する。 

 

［想定する関係者とその期待］  

 本機構における男女共同参画活動の想定される関係者は、狭義には、全学構成員 (教職員

及び学生)が上げられ、広義には、卒業･修了生を含む本学に係わるすべての関係者が上げ

られる。  

なお、本学の男女共同参画推進基本計画の促進への寄与が期待されている。  

 

２．優れた点及び改善を要する点の抽出  

【優れた点】  

学内外の研修活動への参加を積極的に推奨しており、個々の希望に応じて希望者が自身

のスキルアップ、知見の増進を図れている点。出産及び育児休業を利用しやすい職場環境

を整えている点は評価できる。  

【改善を要する点】  

本機構における女性職員全員が有期雇用職員であり、優秀な人材の継続的な確保 (常勤

としての雇用を含む)と、そのための継続的な経費確保が検討課題である。  

 

３．観点ごとの分析及び判定  

分析項目Ⅰ 目的に照らして、男女共同参画に向けた活動が適切に行われ、成果を上げて

いること  

観点 目的に照らして、目的を達成するためにふさわしい計画や具体的方針が定められ

ているか。また、これらの目的と計画が広く公表されているか。  

（観点に係る状況）本学の男女共同参画推進基本計画（資料 F-1-1-1）に基づき、本機構

における男女共同参画活動の目的 (３つの注力点)を次のとおり定めている。  

 (中期計画番号 K40、K73) 

1)職員の募集に際して、積極的な広報を行い、優秀な女性の応募数の増加を図る。 

2)職員の業績評価に当たっては、出産、育児・介護等への従事を最大限考慮し、それ

らの休業制度を利用しやすい職場環境を整える。  

3)女性職員に対する学内外の研修の機会を積極的に推奨する。 

 

(資料 F-1-1-1)熊本大学男女共同参画推進基本計画（平成 19年 3月 26日策定） 

 

(出典：熊本大学男女共同参画推進基本計画（平成 19年 3月 26日策定）から抜粋) 
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（水準） 期待される水準にある。  

 

（判断理由）本学の男女共同参画推進基本計画及び本機構における男女共同参画活動の目

的(３つの注力点)により実践していることから、期待される水準にあると判断する。  

 

観点 計画に基づいた活動が適切に実施されているか。  

（観点に係る状況）本学の男女共同参画推進基本計画に基づき本機構における男女共同参

画の推進を実施している。  

その状況として、資料 F-1-2-1 に示すとおり有期雇用職員における優秀な女性の雇用を

積極的に進めてきた。資料 F-1-2-2 は、平成 25 年度における本学の男女別雇用職員数だ

が、全学と比較し本機構の女性職員の比率は圧倒的に高い状況にあると分かる。  

また、各自の事情に合った形での職場環境整備・改善にも力を入れており、資料 F-1-2-

3 に示すように、期間中に３名(延べ４回)の職員が出産、育児のための休暇を利用してき

た。当該職員の休業中には、他の職員間での業務分担調整等を行い、復帰後には、休暇中

の情報を、適宜、共有するなど、スムーズに職場復帰出来るよう努めた。  

本機構の職員研修の一環としては、資料 F-1-2-4 に示すとおり職員の知識と技能の向上の

ために、企業を含む学外関連組織が主催するセミナー等へ積極的な参加を行い、大学 ICT

推進協議会年次大会において、非常勤職員が開発に係わった本学公式 /教職員ウェブサイ

ト開発についての発表  (資料 F-1-2-5) を行った。      (中期計画番号 K40、K73) 

 

 

 

 
 

(資料 F-1-2-1)年度別有期雇用勤職員数  

年度  有期雇用職員数  女性数  男性数  女性雇用率  

H22 8 7 1 7/8(88%) 

H23 9 7 2 7/9(78%) 

H24 9 8 1 8/9(89%) 

H25 9 8 1 8/9(89%) 

 (出典：eラーニング推進機構ウェブサイトを基に作成) 

(資料 F-1-2-2)本学の男女別雇用職員数  

区分 男性 女性 計 女性比率  

教員 768 146 914 16.0% 

職員(常勤） 524 1,083 1,607 67.4% 

職員(常勤以外）  731 1,030 1,761 58.5% 

計 2,023 2,259 4,282 52.8% 

（出典：熊本大学データ集「平成 25 年度版」を基に作成） 
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(資料 F-1-2-3)産休・育児休業を利用した職員  

職員 産休 期間(日) 育休 期間(日) 

A 2007/3/22/-6/30 100 2007/7/1-8/31 62 

B 

勤務 1 年未満だったため、

年休等において対処  
0 2009/1/22-8/31 212 

2011/3/2-6/3 90 2011/6/4-9/14 102 

C 2013/11/2-2014/3/31 151 なし  

D 2013/8/5-10/24 62 2013/10/25-2014/3/14 145 

https://confluence.kumamoto-u.ac.jp/pages/viewpage.action?pageId=44958002 

(出典：全学グループウェアからの登録データを基に作成) 

(資料 F-1-2-4)組織設立から現在までのセミナー等への職員派遣状況(教員を除く) 

年度 学会名 参加者 

20 国際学会 ITHET2007 KUMAMOTO 
男性 1 名 

女性 3 名 

21 e ラーニングワールド 2009Expo カンファレンス  女性 2 名 

21 熊本大学大学院 GP 国際セミナー  女性 3 名 

21 Bb カンファレンス 2009 男性 1 名 

23 大学 ICT 推進協議会 2011 年度年次大会  女性 2 名 

24 大学 ICT 推進協議会 2012 年度年次大会  女性 2 名 

25 オープンソースカンファレンス 2013 Tokyo/Spring 女性 2 名 

25 Plone Educational Symposium in Tokyo 2013 女性 2 名 

25 コーディングガイドライン策定実践講座 女性 3 名 

 (出典：全学グループウェアからの登録データを基に作成)) 
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（水準）期待される水準にある。  

 

（判断理由）本学の男女共同参画推進基本計画に基づき、本機構での男女共同参画の推進

活動を実施していることから、期待される水準にあると判断する。  

 

（観点に係る状況）資料 F-1-2-1から資料 F-1-2-5に示すように、本機構における男女共同参画

の３つの注力点を着実に実践してきており、優秀な人材の採用、育児制度の活用の促進、

学外研修会への参加のすべての注力点において成果を上げている。 (中期計画番号 K40、

K73) 

（水準）期待される水準にある。  

 

（判断理由）本機構における男女共同参画を推進し、目的達成のための活動を具体的に実

践して、一定の成果を上げてきていることから、活動の成果は期待される水準にあると判

断する。 

 

（観点に係る状況）本機構における男女共同参画の目的達成に向け、スタッフミーティン

グ等における意見交換を通して、女性職員からの意見を積極的に取り入れつつ、計画の推

進に当たっている。                                      （中期計画番号 K40、K73） 

 

（水準）期待される水準にある。  

 

観点 活動の実績及び学生・研究者の満足度から判断して、活動の成果があがっている

か。 

観点 改善のための取組が行われているか。  

(資料 F-1-2-5)学外発表資料：大学 ICT推進協議会年次大会 2011(左図)、2012(右図) 

  

 （出典：プロジェクト報告書 熊本大学 公式 Webサイトリニューアル再構築及び、教職員向け情報提供

Webサイトとの情報提供・管理システム統合プロジェクト より抜粋） 
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（判断理由）本機構の男女共同参画目的を達成するために、女性職員からの意見を積極的

に取り入れ改善のための検討、実践に当たっていることから、期待される水準にあると判

断する。  

 

４．質の向上度の分析及び判定  

分析項目Ⅰ 目的に照らして、男女共同参画に向けた活動が適切に行われ、成果を上げていること。 

 

(質の向上度判定) 質を維持している  

 

(判定理由) 本学の男女共同参画推進基本計画に基づき、平成 19 年度の本機構の設立以降、 

目的達成のために、具体的に３つの注力点； 1)職員の募集に際して、積極的な広報を行

い、優秀な女性の応募数の増加を図る、2)職員の業績評価に当たっては、出産、育児・介

護等への従事を最大限考慮し、それらの休業制度を利用しやすい職場環境を整える、 3)女

性職員に対する学内外の研修の機会を積極的に推奨する、を掲げ活動を実践し、一定の成

果を上げてきていることから、男女共同参画に向けた活動の質を維持していると判断す

る。 
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Ⅶ 管理運営に関する自己評価書 
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１．管理運営の目的と特徴  

 本機構の管理運営における目的は、学内共同教育研究施設として、部局独自の意見を適

宜反映し、技術的、教育支援的な両面において、適切に全学サポートを実施することにあ

る。そのために、本機構の管理運営のための組織として、熊本大学 e ラーニング推進機構

運営委員会を最高議決機関と位置付け活動し、次の６事項の遂行が活動目的である。  

1) e ラーニング化の企画・推進への貢献  

2) e ラーニングコンテンツの制作・保守  

3) 教職員が e ラーニングコンテンツを制作・保守する際の支援  

4) e ラーニングによる授業設計支援  

5) e ラーニングシステムの管理運営  

6) e ラーニングアプリケーションの制作・保守  

 

なお、その目標を果たすために、 e ラーニング推進室、アプリケーション開発室、 e ラ

ーニング授業設計支援室、システム管理運営室の４室を置き、各々に関係する専任教員、

専任技術職員、兼務教員、兼務技術職員、兼務事務職員を配置している。さらに、４つの

ワーキンググループ；コンテンツ評価、システム評価、カリキュラム検討、著作権検討ワ

ーキンググループを設置し、本学の e ラーニング推進、本機構の業務推進にあたってい

る。 

また、日常的な業務実施体制については、 e ラーニング推進室内の e ラーニングサポー

トステーションミーティング、企画調整会議がその中心的な役割を果たし、担当事務組織

である情報企画ユニットと密接な連携を取ることにより、業務の円滑化を図っている。 

 

［想定する関係者とその期待］  

 本機構における教育研究支援の想定される関係者は、狭義には、全学構成員 (教職員及び

学生)が上げられ、広義には、卒業･修了生を含む本学に係わるすべての関係者が上げられ

る。 

なお、関係者から期待される事項としては、本学における e ラーニング推進、ICT を活

用した教育改善のための人的サポート及び、システム的サポートが上げられる。  

 

２．優れた点及び改善を要する点の抽出  

【優れた点】適切な全学サポートを実現するために、 e ラーニングサポートステーション

を核とし、総合情報基盤センター、情報企画ユニット、工学部技術部等関連する各部局か

ら全学横断的な組織人員構成を成している点及び、関連部局との有機的な連携を保ちつつ

業務・組織運営を行っている点が上げられる。  

【改善を要する点】当機構に設置されたワーキンググループが、十分に機能できていない。

今後、同ワーキンググループ群が機能的かつ、実践的な活動を行うために、組織的改変を

含む検討が必要である。 

 

３．観点ごとの分析及び判定  

分析項目Ⅰ 管理運営体制及び事務組織が適切に整備され機能していること  

観点 管理運営のための組織及び事務組織が、適切な規模と機能を持っているか。また、

危機管理等に係る体制が整備されているか。  

（観点に係る状況）熊本大学 e ラーニング推進機構規則(第 9 条)に定める熊本大学 e ラー

ニング推進機構運営委員会を最高議決機関と位置付け、関係部局の代表者である教授等か

らなる運営委員会により組織全体としての運用、意思決定を行う。  

また、組織の目標達成のための実質的な業務は、資料 Z-1-1-1 に示す４室、４ワーキ

ンググループが担っており、４室の運用他、日常業務に関わる意思決定は、 e ラーニング

推進室内の e ラーニングサポートステーションミーティング、企画調整会議を中心的に行
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っている (資料 Z-1-1-2)。 

さらに、本機構の担当事務組織である情報企画ユニットと適切な情報共有を図ること

で業務の円滑化に従事している。  

危機管理に関しては、本学が定める「熊本大学危機管理規則」及び各種危機管理マニュア

ルに従い対応している。それらを踏まえ、消防訓練への参加、緊急連絡網の整備 (資料 Z-

1-1-3)を通して、組織構成員の安全確保に努め、さらに、情報管理体制として、本学情報

セキュリティポリシーの遵守の徹底と情報及び情報機器の管理を行い適切に対応してい

る。経理や研究面の不正防止などへの法令遵守へ検証は、最終的には、当機構運営委員会

がその任を負っているが、基本対応として常勤職員間での相互確認により行い、特に、経

理面に関しては、当機構担当事務部署 (情報企画ユニット )との連携の下で多重チェック体

制を取るように勤めている。                             (中期計画番号 K67) 

 

 

 

 

 

 

 

(資料 Z-1-1-1)eラーニング推進機構 組織構成図  

 
http://www.ield.kumamoto-u.ac.jp/01_about/outline.html 

eラーニング推進機構ウェブサイトより転載 

 

(資料 Z-1-1-2)組織運用・業務推進のためのミーティング議事録、情報セキュリティ管理体制 

 e ラーニング推進機構企画調整連絡会  

https://confluence.kumamoto-u.ac.jp/pages/viewpage.action?pageId=43649984 

 e ラーニングサポートステーション  スタッフミーティング  

https://confluence.kumamoto-u.ac.jp/pages/viewpage.action?pageId=22807798 

 eラーニング推進機構 情報セキュリティ管理体制 

https://confluence.kumamoto-u.ac.jp/pages/viewpage.action?pageId=44959494 

(出典：全学グループウェアからの登録データを基に作成 ) 
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（水準）期待される水準にある。  

 

（判断理由）組織の適切な管理・運営のために、必要規模での組織運用、実施体制を整備

し、担当事務組織との連携も十分に機能し、また、危機管理等に係る各体制整備も適切に

対応していることから、期待される水準にあると判断される。  

 

 

観点 構成員（教職員及び学生）、その他学外関係者の管理運営に関する意見やニーズが

把握され、適切な形で管理運営に反映されているか。  

（観点に係る状況）学内構成員からの意見やニーズは、日々、 e メールや電話連絡等によ

り寄せられる。すべての内容は業務連絡掲示板等において管理・共有している (資料 Z-1-

2-1)。電子的な情報管理により蓄積された情報は、基本的には e ラーニングサポートステ

ーションスタッフミーティングにより、その内容や重要性を検討・応対している (資料 Z-

1-2-2)。                                                  (中期計画番号 K25) 

(資料 Z-1-1-3) 教材サポートステーション危機管理連絡網 (電話と携帯端末メールの併用) 

 
 (出典：全学グループウェアからの登録データを基に作成 ) 
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(資料 Z-1-2-1)質問掲示板  

 

(出典：e ラーニングサポートステーション業務掲示板から抜粋 ) 

(資料 Z-1-2-2) 学外関係者からの意見やニーズの把握と応対例  

 

(出典：e ラーニングサポートステーション業務掲示板から抜粋 ) 
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（水準）期待される水準にある。  

 

（判断理由）本機構の業務に関するすべての意見や要望は電子的に一元管理しており、組

織内での情報共有を図っている。寄せられた情報への応対は、小規模組織のメリットを活

かし、スタッフミーティング等を経て意思決定し、可能な限り迅速な応対を行えているこ

とから、期待される水準にあると判断する。  

 

観点 管理運営のための組織及び事務組織が十分に任務を果たすことができるよう、研

修等、管理運営に関わる職員の資質の向上のための取り組みが組織的に行われているか。 

（観点に係る状況）各職員へ学内における各種講習会への積極的な参加を促すだけでな

く、資料 Z-1-3-1 に示すように各人の意識とスキルの向上を目的として、学外の関連組

織・団体が主催する研修会へも毎年定期的に職員を派遣し、情報収集と資質の向上に努め

ている。                                   (中期計画番号 K75) 

 

（水準）期待される水準にある。  

 

（判断理由）管理運営のための組織及び事務組織が十分に任務を果たすことができるよう、

学内外の講習会へ積極的に参加し、また、管理運営に関わる教職員の資質の向上のための

取り組みを組織的に行っていることから、期待される水準にあると判断する。  

 

分析項目Ⅱ 活動の総合的な状況に関する自己点検・評価が実施されているとともに継続

的に改善するための体制が整備され、機能していること。  

観点 活動の総合的な状況について、根拠となる資料・データ等に基づいて、自己点検・

評価が行われているか。 

（観点に係る状況）本機構の活動の総合的な状況に関する自己点検・評価は「 e ラーニン

グ推進機構活動報告書」（資料 Z-2-1-1）として作成、毎年度 e ラーニング推進機構運営委

員会へ報告を行っている。  

（中期計画番号 K82） 

 

(資料 Z-1-3-1)平成 22年度-平成 25年度までの学会や研究会等への参加状況 

年度 22 23 24 25 

 件数  人数 件数 人数 件数 人数  件数 人数 

国内 9 9 10 12 18 22 8 10 

国外 1 1 1 1 2 2 5 5 

計 10 10 11 13 20 24 13 15 

主な研修先

(例) 

(国内)大学 ICT 推進協議会年次大会 /コーディングガイドライン策定  

   実践講座/オープンソースカンファレンス  

(学内)技術部技術研究会/事務職員研修/情報セキュリティ研修会  

(国外)EDUCAUSE/Moodle Research Conference/JASIG-SAKAI 

https://confluence.kumamoto-u.ac.jp/pages/viewpage.action?pageId=44957995 

（出典：全学グループウェアからの登録データを基に作成） 
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（水準）期待される水準にある。  

 

（判断理由）これまでの活動内容（状況）等を取りまとめし、 e ラーニング推進機構運営

委員会へ報告しており、適切な形で管理運営に反映していることから、期待される水準に

あると判断する。  

 

（観点に係る状況）本機構は独自に外部者による評価は実施していないが、全学的に実施

される法人評価、認証評価の自己評価を実施し、法人評価は国立大学法人評価委員会（毎

年度及び第 1 期：平成 21 年度、第 2 期：平成 28 年度予定）に、認証評価（第 1 回：平成

21 年度、第 2 回：平成 27 年度予定）は認証評価機関に定期的に評価を受けている。 

また、平成 26 年度に実施する組織評価では、経営協議会で検証を行うこととなっている。

（中期計画番号 K82） 

（水準）  

期待される水準にある。 

 

（判断理由）  

全学的に実施される法人評価、認証評価の自己評価を実施し、法人評価は国立大学法人

評価委員会に、認証評価は認証評価機関に定期的に評価を受けている。  

また、平成 26 年度に実施する組織評価では、経営協議会で検証を行うこととなっている

ことにより、期待される水準にあると判断する。 

 

観点 活動の状況について、外部者（当該大学の教職員以外の者）による評価が行われて

いるか。  

(資料 Z-2-1-1) eラーニング推進機構活動報告書 

 

 (出典：e ラーニング推進機構運営委員会資料より抜粋 ) 
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観点 評価結果がフィードバックされ、改善のための取り組みが行われているか。  

（観点に係る状況）外部者による評価は実施していないが、活動の総合的な状況に関する

自己点検・評価として毎年度「 e ラーニング推進機構活動報告書」（資料 Z-2-1-1）を作成

し、e ラーニング推進機構運営委員会へ報告を行うことにより、当該委員会からの意見等

を踏まえ改善に向けた取り組みを行っている (資料 Z-2-2-1)。 

（中期計画番号 K82） 

 
（水準）期待される水準にある。  

 

（判断理由）自己点検・評価は「 e ラーニング推進機構活動報告書」により、e ラーニング

推進機構運営委員会へ報告し、当該委員会からの意見を踏まえ改善を図っていることから、

期待される水準にあると判断する。  

 

分析項目Ⅲ 教育研究活動等についての情報が、適切に公表されることにより、説明責任

が果たされていること。（教育情報の公表）  

 

観点 目的（学士課程であれば学部、学科または課程ごと、大学院であれば研究科また

は専攻等ごとを含む。）が適切に公表されるとともに、構成員（教職員及び学生）に周知

されているか。  

（観点に係る状況）目的および広報は、本機構のウェブページにより、社会に向けて公開

し、また、構成員（教職員）へ周知している (資料 Z-3-1-1)。    

                               (中期計画番号 K67) 

(資料 Z-2-2-1) e ラーニング推進機構運営委員会からの指摘に対する応対例  

 
(出典：e ラーニング推進機構運営委員会議事録から抜粋 ) 
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（水準）期待される水準にある。  

 

（判断理由）本機構の目的及び活動広報は、本機構のウェブページにより、社会に向けて

広く公開し、構成員（教職員）へ周知していることから期待される水準にあると判断する  

 

観点 入学者受入方針、教育課程の編成・実施方針及び学位授与方針が適切に公表・周

知されているか。  

 

観点は該当しない。  

 

観点 教育研究活動等についての情報（学校教育法施行規則第 172 条に規定される事項

を含む。）が公表されているか。  

（観点に係る状況）平成 22 年度から平成 25 年度までの学会や研究会等への参加による活

動報告状況は、前掲資料 Z-1-3-1（P48）のとおりであり、発表論文リスト等、教育研究活

動に関する情報は、関連組織のウェブサイト (資料 Z-3-3-1)にて、随時、公開している。  

また、本機構としての活動報告は運営委員会資料の一部 (添付資料)としても公表してい

る。                            (中期計画番号 K25) 

(資料 Z-3-1-1)e ラーニング推進機構について  

  
http://www.ield.kumamoto-u.ac.jp/01_about/index.html 

(出典：e ラーニング推進機構ウェブサイトから抜粋 ) 
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（水準）期待される水準にある。  

 

（判断理由）教育研究活動報告及び、組織としての活動報告は、国内外の ICT 活用教育関

連組織において公表すると共に、運営委員会資料やウェブサイト経由にて公開しているこ

とから、期待される水準にあると判断する。  

 

分析項目Ⅳ 教育研究組織及び教育課程に対応した施設・設備等が整備され、有効に活用

されていること。（施設・設備）  

観点 教育研究活動を展開する上で必要な施設・設備が整備され、有効に活用されてい

るか。また、施設・設備における耐震化、バリアフリー化、安全・防犯面について、そ

れぞれ配慮がなされているか。  

（観点に係る状況）本機構は保健センター２階にある共用スペースを使用しており、基準

面積は 192 ㎡ある。専任教職員が教材開発サポートステーションの管理・運営の役割も担

っていることから、e ラーニング推進室と教材開発サポートステーションの専任教職員、

非常勤職員は全員１室に配置されている。また、その１室には防音設備のあるスタジオを

常設しており、e ラーニングコンテンツとなる講演動画等の収録も可能である。(資料 Z-4-

1-1)。 

なお、施設・設備のバリアフリー化については、２階フロア内の段差はなく、階段にも

手摺が設置されているので、障害のある学生等の利用者も円滑に利用できる。安全・防犯

面への配慮については、外灯が設置、電子錠システムによる施錠・解錠も行うなど、本機

構業務活動を行う上での十分な施設環境は整備されている (資料 Z-4-1-2)。  

(中期計画番号 K25) 

(資料 Z-3-3-1)社会文化科学研究科教授システム学専攻所属教員研究活動 

  
http://www.gsis.kumamoto-u.ac.jp/research_info/ 

(出典：社会文化科学研究科教授システム学専攻ウェブサイトから抜粋) 
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（水準）期待される水準にある。  

 

（判断理由）施設・設備における耐震化、バリアフリー化、安全・防犯面についての配慮

を行った上で、本機構の業務推進において十分な施設・設備の確保はできていることから、

期待される水準にあると判断する。  

 

観点 教育研究活動を展開する上で必要な ICT 環境が整備され、有効に活用されている

か。 

（観点に係る状況）ICT 環境の整備として、LAN 構成図を基にした配線を行い本機構内の教

職員および非常勤職員の教育研究・コンテンツ作成等に有効に活用している。一方、整備

状況について管理者を設け、機械および人員の増減に伴う配線を随時更新している。  

また、メンテナンスやセキュリティ管理については、部局情報セキュリティ責任者であ

る本機構長のもと、情報システム運用・管理者の技術職員により、本機構で管理している

ウェブ・メールサーバ、動画配信用サーバ、業務記録用サーバのアップデートおよびメン

テナンスを随時行い、その都度、全学グループウェア及び連絡掲示板に記載し、業務管理

を行っている (資料 Z-4-2-1)。                (中期計画番号 K25、K67) 

(資料 Z-4-1-1)eラーニング推進機構平面図 

  

(出典：全学施設平面図から抜粋 ) 

(資料 Z-4-1-2)電子錠マニュアル  

https://confluence.kumamoto-u.ac.jp/pages/viewpage.action?pageId=44958315 

(出典：全学グループウェアに登録 ) 
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（水準）期待される水準にある。  

 

（判断理由）本機構内における ICT 環境は、教職員及び有期雇用職員の教育研究等に有効

に活用している。整備状況については、管理担当者を設け、機器及び人員の増減に伴い随

時更新している。  

また、メンテナンス、セキュリティ管理の面でも、管理マニュアル等を整備し、適切な

運用ができていることから、期待される水準にあると判断する。  

 

観点 図書館が整備され、図書、学術雑誌、視聴覚資料、その他の教育研究上必要な資

料が系統的に収集、整理されており、有効に活用されているか。  

 

観点は該当しない  

 

観点 自主的学習環境が十分に整備され、効果的に利用されているか。  

（観点に係る状況）本機構の本務と密接に関係するウェブ技術等を含む様々な技術は、日々、

進化しており、最新技術の動向調査、技術と知識の習得は本機構職員の職務の一つである。

自主調査、学習のための機材環境、関連書籍、ウェブ教材、ソフトウェアを含む必要資料

の収集・整備 (資料 Z-4-2-1)を常に進めており、職員の業務並びに、自己学習に役立って

いる。 

 

（水準）期待される水準にある。  

 

（判断理由）本機構職員の職務の一つに、本機構本務と関連する技術動向の調査と、知識・

技術の習得がある。自己研鑽のための環境整備と提供はできており、各職員による自己学

習の実践も行えていることから、期待される水準にあると判断する。  

 

 

４．質の向上度の分析及び判定  

（１）分析項目Ⅰ  管理運営体制及び事務組織が適切に整備され機能していること。  

 

(質の向上度) 質を維持している。  

 

(判定理由) 本機構は平成 19 年４月に設立であるため第１期中期目標計画終了時との比

較は難しく、平成 19 年度から平成 21 年度までの状況を比較し、質の向上度判定を行うこ

とにした。  

 管理運用体制については、平成 19 年４月の設立から e ラーニング推進機構運営委員会、

e ラーニングサポートステーションミーティングを組織し、意思決定と組織管理に勤めて

きたが、21 年度以降、より機動的な意思決定と柔軟な実務運用のために、上記２つの中間

的な意思決定組織 e ラーニング推進機構企画調整連絡会を設置し実務にあたった。  

一方、担当事務組織である情報企画ユニットとは、設立時から常に綿密に連絡をとり、

業務の円滑化も行えていることから、質を維持していると判断する。  

 

 

(資料 Z-4-2-1)e ラーニング推進機構 保有機材等管理台帳  

https://confluence.kumamoto-u.ac.jp/pages/viewpage.action?pageId=13570720 

(出典：全学グループウェアに登録 ) 
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（２）分析項目Ⅱ  活動の総合的な状況に関する自己点検・評価が実施されているととも

に継続的に改善するための体制が整備され、機能していること。  

 

(質の向上度) 質を維持している。  

 

 (判定理由 ) 本機構は独自に外部者による評価は実施していないが、全学的に実施され

る法人評価、認証評価の自己評価を実施し、法人評価は国立大学法人評価委員会（毎年度

及び第１期：平成 21 年度、第２期：平成 28 年度予定）に、認証評価（第１回：平成 21 年

度、第２回：平成 27 年度予定）は認証評価機関に定期的に評価を受けており、また、毎年

度「e ラーニング推進機構活動報告書」（前掲資料 Z-2-1-1 P49）を作成し、e ラーニング

推進機構運営委員会へ報告（評価）を行う等、継続的に改善するための体制は整備されて

いる。加えて、経年的に培ってきた組織としての知識と技術を整理し、運用マニュアルと

して整備する一方、組織のナレッジマネージメントとして、日々蓄積される学内からの要

望を整理、検討し、折々の対応と対応先からのフィードバックを文書化し継続的な組織運

用とサポート /サービス改善に勤めていることから、質を維持していると判断する。   

 

（３）分析項目Ⅲ  教育研究活動等についての情報が、適切に公表されることにより、説

明責任が果たされていること。（教育情報の公表）  

 

(質の向上度) 質を維持している。  

 

(判定理由) 教育研究活動等の報告に関しては、関連ウェブサイトにて、随時、公開してお

り、閲覧可能である。また、本活動報告は、本機構運営委員会資料を通しても公表してい

ることから、質を維持していると判断する。  

 

（４）分析項目Ⅳ  教育研究組織及び教育課程に対応した施設・設備等が整備され、有効

に活用されていること。（施設・設備）  

 

(質の向上度) 質を維持している。  

 

(判定理由) 当推進機構の本務：「教育における情報通信技術(ICT)の利用を広い意味での e

ラーニング化の促進、すなわち、教育内容や研究成果のデジタルコンテンツ化と捉え、効率

的で教育効果の高い再利用可能な大学の資産として蓄積することを実践する」ために必要な

機材及び、施設環境の整備・提供は実践できており、有効活用されている。  

さらに、各職員が自己研鑽し、職務遂行にあたるために十分な教育環境を提供し、日々の

自己学習も進んでいることから、質を維持していると判断する。 
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